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  令和４年度高崎工業団地造成組合歳入歳出決算及び資金不足比率の 

審査意見について 

 地方自治法第２９２条において準用する同法第２３３条第２項の規定により審査に付さ

れた令和４年度高崎工業団地造成組合歳入歳出決算並びに地方公共団体の財政の健全化に

関する法律第２２条第１項の規定により審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類の審査を行ったので、次のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○写  



 

目   次 

 

令和４年度高崎工業団地造成組合歳入歳出決算審査意見書 

第１ 審査の基準 --------------------------------------------------------  １ 

第２ 審査の種類 --------------------------------------------------------  １ 

第３ 審査の期間 --------------------------------------------------------  １ 

第４ 審査の対象 --------------------------------------------------------  １ 

第５ 審査の着眼点 ------------------------------------------------------  １ 

第６ 審査の実施内容 ----------------------------------------------------  １ 

第７ 審査の結果 --------------------------------------------------------  １ 

１ 事業の概要 ------------------------------------------------------  ２ 

２ 決算の概要 ------------------------------------------------------  ２ 

３ 歳入 ------------------------------------------------------------  ４ 

４ 歳出 ------------------------------------------------------------  ５ 

５ 実質収支に関する調書 --------------------------------------------  ６ 

６ 財産に関する調書 ------------------------------------------------  ６ 

第８ 審査の意見 --------------------------------------------------------  ７ 

 

令和４年度高崎工業団地造成組合資金不足比率の審査意見書 

第１ 審査の基準 --------------------------------------------------------  ８ 

第２ 審査の種類 --------------------------------------------------------  ８ 

第３ 審査の期間 --------------------------------------------------------  ８ 

第４ 審査の対象 --------------------------------------------------------  ８ 

第５ 審査の着眼点 ------------------------------------------------------  ８ 

第６ 審査の実施内容 ----------------------------------------------------  ８ 

第７ 審査の結果 --------------------------------------------------------  ８ 

第８ 審査の意見 --------------------------------------------------------  ９ 

 

 

 

 

 

 

 



 

凡   例 

  

１ 文中及び各表中の金額は、原則として円単位で表示した。 

 ただし、実質収支に関する金額は、千円単位で表示した。 

また、千円単位で表示したものは、単位未満を四捨五入した。 

２ 文中及び各表中で用いる比率（％）は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。 

  なお、構成比率（％）の合計が１００とならない場合は、一部調整した。 

３ 増減率は、次式により算出した。 

 （当年度の計数－前年度の計数）÷ 前年度の計数の絶対値 × １００ 

４ 文中の表記及び各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

「０.０」  当該数値はあるが表示単位未満のもの 

「 － 」  当該数値のないもの 

「 △ 」  負数を示し増減を示すときは減を表すもの 

「皆増」  前年度に数値がなく全額増加したもの 

「皆減」  当年度に数値がなく全額減少したもの 

５ 文中で金額の後の（ ）内に表示した比率は、表記してあるものを除き、対前年度の増減

率である。 

６ 表中の年度については、元号を省略して表示した。 
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令和４年度高崎工業団地造成組合歳入歳出決算審査意見書 

 

第１ 審査の基準 

   本審査は、高崎工業団地造成組合監査基準（令和２年高崎工業団地造成組合告示第３

号）に準拠し実施した。 

 

第２ 審査の種類 

   地方自治法第２９２条において準用する同法第２３３条第２項の規定による決算審査 

 

第３ 審査の期間 

   令和５年８月７日から１０月１９日まで 

 

第４ 審査の対象 

１ 令和４年度 高崎工業団地造成組合歳入歳出決算 

２ 令和４年度 高崎工業団地造成組合歳入歳出決算事項別明細書 

３ 実質収支に関する調書 

４ 財産に関する調書 

 

第５ 審査の着眼点  

全国都市監査委員会が定める「決算審査の着眼点」に基づき、次の項目を主眼として

審査を実施した。 

(１) 決算及び関係書類は地方自治法等に準拠して調製されているか。 

(２) 決算書及び附属書類に記載された計数は一致し、正確であるか。 

(３) 予算の執行が適正かつ効果的に行われているか。 

 

第６ 審査の実施内容 

   審査にあたっては、管理者から送付された決算書及び附属書類について、関係書類と

の照合を行うとともに、必要に応じて、関係職員からの説明を聴取するなどの方法によ

り実施した。 

 

第７ 審査の結果 

   審査に付された高崎工業団地造成組合歳入歳出決算書及び附属書類は、いずれも関係

法令の規定に準拠して作成され、その計数は関係書類と符合し、正確であると認められ

た。 

また、予算の執行及び事務処理においては、一部に是正、改善等を要する事項があっ

たものの、おおむね適正に行われているものと認められた。 

審査の概要と意見については、次に記述するとおりである。 
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１ 事業の概要 

 

  当年度の土地取得（増）・処分（減）の状況を示すと、次表のとおりである。 

 

【表１ 土地取得（増）・処分（減）の状況】 

                                   （単位：㎡） 

区    分 事 業 名 取得又は処分面積 

土地
取得 

(増) 

工業団地 

買 収 

高崎スマートＩＣ産業団地 92.00 

高崎３５４複合産業団地 3,880.00 

高崎複合産業団地西地区 2,754.00 

譲 渡 高崎複合産業団地西地区 4,996.17 

地積更正 高崎３５４複合産業団地 40.07 

住宅団地 譲 渡 山名イーストタウン 13.00 

合          計 11,775.24 

土地
処分 

(減) 

工業団地 

売 却 高崎操車場跡地 803.00 

分 譲 高崎３５４複合産業団地 58,241.94 

地積更正（※） 高崎３５４複合産業団地 13.00 

住宅団地 売 却 
山名イーストタウン 440.39 

鼻高町保有地 201.16 

合          計 59,699.49 

   差          引 △47,924.25 

 （※）分筆によって生じた小数点以下の面積を端数処理したことによるもの 

 

２ 決算の概要 

 

歳入決算額は 4,186,914,985 円、歳出決算額は 3,846,045,402 円であり、前年度に比べ

収入済額で 609,871,376 円（17.0％）、支出済額で 658,858,568 円（20.7％）それぞれ増

加している。 

当年度の歳入歳出差引額は 340,869,583 円で、前年度に比べ 48,987,192 円（12.6％）減

少している。翌年度へ繰り越すべき財源はなく、実質収支は 340,869,583 円の黒字である。 

この結果、実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支は、前年度に比べ

471,401,211 円（109.4％）増加し、40,312,808 円の黒字である。 

当年度の決算収支等の状況を前年度と比較すると次表のとおりである。 

 

【表２ 決算収支等の状況】 

増　減　額 増減率

4,186,914,985 3,577,043,609 609,871,376 17.0

3,846,045,402 3,187,186,834 658,858,568 20.7

340,869,583 389,856,775 △ 48,987,192 △ 12.6

0 89,300,000 △ 89,300,000 皆減

340,869,583 300,556,775 40,312,808 13.4

基 金 繰 入 額 171,000,000 151,000,000 20,000,000 13.2

翌年度繰越額 169,869,583 149,556,775 20,312,808 13.6

300,556,775 731,645,178 △ 431,088,403 △ 58.9

40,312,808 △ 431,088,403 471,401,211 109.4

（単位：円、％）

実 質 収 支

前年度実質収支

区　　　分 ４年度 ３年度
比　較　増　減

単 年 度 収 支

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳入歳出差引額

翌年度へ繰り越すべき財源
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最近５か年間の歳入・歳出決算額の推移を示すと次のグラフのとおりである。 

 

【歳入・歳出決算額の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入及び歳出の款別決算額の構成比を示すと次のグラフのとおりである。 

 

【款別決算額の構成比】 
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37.2%

繰越金
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総務費
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宅地造成費
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公債費

41.1% 歳 出
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6,834,690 
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8,047,431 
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３ 歳 入 

 

（１）概 況 

収入済額は 4,186,914,985 円で、予算現額に対する執行率は 96.5％（前年度 85.8％）、

調定額に対する収入率は 100％（同 96.0％）である。また、収入済額は前年度に比べ

609,871,376 円（17.0％）増加している。これは主に、組合債で 690,000,000 円（50.0％）

減少したものの、財産収入で 1,332,980,258 円（365.3％）増加したためである。 

   款別収入状況を前年度と比較すると次表のとおりである。 

 

【表３ 款別収入状況】 

３年度

予算現額 収入済額 執行率 収入済額 増減額 増減率

1 財 産 収 入 1,693,125,000 1,697,838,591 100.3 364,858,333 1,332,980,258 365.3

2 繰 入 金 1,557,000,000 1,557,000,000 100  1,457,258,000 99,742,000 6.8

3 繰 越 金 238,856,000 238,856,775 100.0 371,692,188 △ 132,835,413 △ 35.7

4 諸 収 入 1,520,000 3,219,619 211.8 3,235,088 △ 15,469 △ 0.5

5 組 合 債 848,400,000 690,000,000 81.3 1,380,000,000 △ 690,000,000 △ 50.0

4,338,901,000 4,186,914,985 96.5 3,577,043,609 609,871,376 17.0

区　　　分
４年度 比較増減

合　　　計

（単位：円、％）

 

 

（２）款別決算状況 

   款別の決算状況は、以下のとおりである。 

 

１款 財産収入 

収入済額は 1,697,838,591円で、予算現額に対する執行率は 100.3％（前年度 101.2％）

であり、前年度に比べ 1,332,980,258 円（365.3％）増加している。これは主に、土地

売払収入で 1,333,773,880 円（378.1％）増加したためである。 

内訳は土地の売払収入である財産売払収入が 1,686,573,040 円、土地の貸付収入と

財政調整基金の運用益である財産運用収入が 11,265,551 円である。 

 

２款 繰入金 

収入済額は 1,557,000,000 円で、前年度に比べ 99,742,000 円（6.8％）増加している。 

これは、財源不足を補うための財政調整基金の繰り入れが増加したためである。 

 

３款 繰越金 

収入済額は 238,856,775 円で、前年度に比べ 132,835,413 円（35.7％）減少してい

る。内訳は普通繰越が 149,556,775 円、繰越明許費繰越分が 89,300,000 円である。 

 

  ４款 諸収入 

    収入済額は 3,219,619 円で、前年度に比べ 15,469 円（0.5％）減少している。これ

は主に、東京電力線下補償料で 754,111 円（30.7％）増加したものの、スポーツ施設

撤去工事負担金で 759,000 円皆減したためである。 
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５款 組合債 

収入済額は 690,000,000 円で、前年度に比べ 690,000,000 円（50.0％）減少してい

る。これは主に、高崎３５４複合産業団地の宅地造成債で 730,000,000 円（61.9％）

減少したためである。なお、前年度から未収入特定財源として繰り越された

148,400,000 円については、借り入れを行わなかった。 

 

４ 歳 出 

 

（１）概 況 

支出済額は 3,846,045,402 円で、予算現額に対する執行率は 88.6％（前年度 76.5％）

である。支出済額は前年度に比べ 658,858,568 円（20.7％）増加している。これは主に、

宅地造成費で 760,099,130 円（38.8％）減少したものの、総務費で 970,716,740 円

（1065.8％）、公債費で 448,239,269 円（39.6％）それぞれ増加したためである。 

不用額は 492,855,598 円で、250,931,578 円（33.7％）減少している。 

款別支出状況を前年度と比較すると次表のとおりである。 

 

【表４ 款別支出状況】 

３年度

予算現額 支出済額 執行率 支出済額 増減額 増減率

1 議 会 費 3,380,000 2,117,765 62.7 2,116,076 1,689 0.1

2 総 務 費 1,069,406,000 1,061,798,286 99.3 91,081,546 970,716,740 1065.8

3 宅 地 造 成 費 1,652,779,000 1,201,158,458 72.7 1,961,257,588 △ 760,099,130 △ 38.8

4 公 債 費 1,583,336,000 1,580,970,893 99.9 1,132,731,624 448,239,269 39.6

5 予 備 費 30,000,000 0 0  0 0 -

4,338,901,000 3,846,045,402 88.6 3,187,186,834 658,858,568 20.7

区　　　分
４年度 比較増減

合　　　計

(単位：円、％)

  

 

（２）款別決算状況 

   款別の決算状況は、以下のとおりである。 

 

１款 議会費 

支出済額は 2,117,765 円で、予算現額に対する執行率は 62.7％である。主なものは、

議員報酬 2,089,400 円である。 

 

２款 総務費 

支出済額は 1,061,798,286 円で、予算現額に対する執行率は 99.3％であり、前年度

に比べ 970,716,740 円（1065.8％）増加している。これは主に、財政調整基金積立金

の増加により一般管理費で 970,705,699 円（1067.1％）増加したためである。 

 

３款 宅地造成費 

支出済額は 1,201,158,458 円で、歳出総額の 31.2％（前年度 61.5％）を占めており、

予算現額に対する執行率は 72.7％である。 
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支出済額は、前年度に比べ 760,099,130 円（38.8％）減少している。これは主に、

工事請負費の減少により造成費で 681,186,393 円（38.2％）減少したためである。 

 

    ４款 公債費 

    支出済額は 1,580,970,893 円で、予算現額に対する執行率は 99.9％であり、前年度

に比べ 448,239,269 円(39.6％)増加している。これは主に、高崎スマートＩＣ産業団

地の宅地造成債元金償還で 447,000,000 円（40.3％）増加したためである。 

 

  ５款 予備費 

    当初予算額は 30,000,000 円で、予備費充用がなされなかったため、予算現額及び不

用額は 30,000,000 円である。 

 

５ 実質収支に関する調書 

   

当年度の実質収支額は 340,870 千円で、前年度に比べ 40,313 千円（13.4％）増加してい

る。 

実質収支額のうち、地方自治法第２３３条の２ただし書の規定に基づき 171,000 千円が

財政調整基金に繰り入れられた。 

 

６ 財産に関する調書 

 

（１）公有財産 

土地の当年度末現在高は 480,001.52 ㎡で、前年度末に比べ 47,924.25 ㎡減少してい

る。これは、高崎スマートＩＣ産業団地、高崎３５４複合産業団地及び高崎複合産業団地

西地区の用地買収等により 11,775.24 ㎡増加したものの、高崎３５４複合産業団地の分

譲等により 59,699.49 ㎡減少したためである。 

なお、建物の所有はない。 

 

（２）物 品 

当年度末現在高は 3 点で、前年度末に比べ 1 点増加している。これは、乗用草刈機 1

台が増加したためである。 

 

（３）基 金 

当年度末現在高は 2,567,068,802 円で、前年度末に比べ 419,751,000 円減少している。

これは、高崎工業団地造成組合財政調整基金の設置、管理及び処分に関する条例に基づ

く積み立てにより 1,137,249,000 円（土地売払収入の一部 986,175,029 円・前年度決算

剰余金の一部 151,000,000 円・基金運用益 73,971 円）増加したものの、取り崩しにより

1,557,000,000 円減少したためである。 
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第８ 審査の意見 

当年度は、工業団地においては高崎３５４複合産業団地で 3 件の分譲、高崎操車場跡

地で 2 件の売却、住宅団地においては山名イーストタウンで 2 件の売却、保有地におい

ては鼻高町で 1 件の売却が行われた。さらに、高崎スマートＩＣ産業団地（Ａ地区・Ｂ

地区）の分譲においては、公募型プロポーザルを実施し、優先交渉権者が決定している。 

また、各団地の整備状況に合わせ、道路築造工事や植栽工事、調整池築造工事など、

予定した各種工事等を行うとともに、山名イーストタウン住宅団地では、分譲相談会や

第６期分譲に向けた調査業務を実施している。 

分譲地については今後も営業努力を重ね早期完売を目指し、保有地については売却等

により適正管理に努められたい。 

予算執行及び事務処理については、一部の契約事務に改善を要するものが見受けられ

たため、今後は関係法令の趣旨を十分に踏まえ、適正に行うよう徹底されたい。 

当組合の経営においては事業規模が大きくなり、事業進捗に合わせて借り入れた組合

債は今後も多額の償還が続くため、収入と支出のバランスに配慮した資金計画が必須で

ある。よって、基金残高には十分に留意し、確実な財源確保と効果的効率的な事業実施

に努め、健全な財政運営のもと、地域と調和した開発と産業の発展に取り組まれたい。
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令和４年度高崎工業団地造成組合資金不足比率の審査意見書 

 

第１ 審査の基準 

   本審査は、高崎工業団地造成組合監査基準（令和２年高崎工業団地造成組合告示第３

号）に準拠し実施した。 

 

第２ 審査の種類 

   地方自治法第２９２条において準用する地方公共団体の財政の健全化に関する法律第

２２条第１項の規定による審査 

 

第３ 審査の期間 

   令和５年８月７日から１０月１９日まで 

 

第４ 審査の対象 

  １ 資金不足比率 

  ２ 審査に付された比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第５ 審査の着眼点 

   全国都市監査委員会が定める「健全化判断比率等審査の着眼点」に基づき、次の項目

を主眼として審査を実施した。 

  （１）資金不足比率の算定は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律、その他関係

法令の趣旨に沿って適正に行われているか。 

  （２）算定の基礎となる事項を記載した書類は、決算書及び統計数値等に基づき適正に

表示されているか。 

 

第６ 審査の実施内容 

審査にあたっては、管理者から送付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類について、関係書類との照合を行うとともに、必要に応じて、関係職

員からの説明を聴取するなどの方法により実施した。 

 

第７ 審査の結果 

   審査に付された令和４年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも関係法令の規定に沿って適正に作成されているものと認め

られた。 

   資金不足比率の概況については、次に記述するとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 

   資金不足比率は、当事業において資金不足を生じていないため、当該比率が算定され

ていないことを確認した。 

   資金不足額等の状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。 

 

【表１ 資金不足額等の状況】 

（単位：千円、％） 

区 分 ４年度 ３年度 

資金不足額・剰余額（A） 0 0 

事業の規模（B） 10,713,873 12,303,171 

資金不足比率 ― ― 

      (注)・｢資金不足額・剰余額｣が、正数の場合には資金の不足額を、負数の場合には 

資金の剰余額を示す。 

・経営健全化基準は 20.0％で、資金不足比率がこの数値を超えた場合「経営健 

全化計画」を定めなければならない。 

・「資金不足比率」の「－」は、資金不足額がないことを示している。 

 

《算式》 

                    資金の不足額・剰余額(A) 

        資金不足比率(％) ＝                × 100 

                       事 業 の 規 模(B) 

 

第８ 審査の意見 

   当組合においては、資金不足は生じておらず、財政の健全性が保たれていることを示

しており、良好な状態であると認められる。 

   資金不足比率を算定する目的は、行政サービスの持続可能性を明らかにし、それを広

く市民に公表することにより、当組合財政への信頼性を強化することである。  

   今後もこの算定の基礎となる数値の動向に注視しつつ、財政健全性の維持に努められ

たい。 


